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事業継続サポート事業について 
（進化するＭ＆Ａ成長支援事業） 

産 業 政 策 課 
１ 目  的 

新分野進出や規模拡大による生産性及び賃金水準の向上につながるＭ＆Ａを促進する。 
 
２ 概  要  
  企業規模の拡大、経営の多角化及び事業の引継等を検討している中小企業者を支援するため、

Ｍ＆Ａに要する経費を助成する。 
・補助対象 Ｍ＆Ａを希望する中小企業者 
・対象経費、補助率、限度額                           （単位：千円） 

 対象経費  補助率  限度額  
①譲渡型  
（売り手）  

Ｍ＆Ａの準備又は成立に要する経費  
（相手先探索費、仲介契約手数料、企業概要書作成費 等）  

１／２  

１,０００ 

②譲受型  
（買い手）  

Ｍ＆Ａの成立に要する経費  
（デューデリジェンス実施料、仲介契約成功報酬 等）  ２,０００ 

③ＰＭＩ型  Ｍ＆Ａ成立後の経営業務の統合に要する経費  
（専門家への謝金、コンサルティング料 等）  １,０００ 

・採択予定件数 ３０件程度 
 

３ 予算額                      ３９,０００千円（補助金） 
財源内訳  ○国  ３９,０００千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用） 
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特別高圧電力価格高騰対策緊急支援事業について 

産 業 政 策 課 

１ 目  的 

電力価格高騰の影響を受ける特別高圧受電企業の負担軽減を図るため、電気料金の一部を支援する。 

 

２ 概  要 

  特別高圧を受電する県内中小企業に対して、電気使用量に応じて補助する。 

・補 助 対 象 者  ① 特別高圧で受電する県内中小企業者（みなし大企業を除く） 

・ 補助対象者     ② 特別高圧で受電する県内商業施設にテナントとして入居する中小企業者

（みなし大企業を除く） 

・補助対象期間  令和６年８月～１０月及び令和７年１月～３月使用分 

・補 助 単 価  令和６年８月～１０月：２.０円（１.３円）/kWh  

令和７年１月～ ３月：１.３円（０.７円）/kWh 

※（  ）は最終月の単価 

  

①周知

②申請

③実績報告 特別高圧契約

④補助金

県内中小企業者

県内商業施設

テナント
中小企業者

秋田県
電力
会社
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３ 予算額                                 ６１,０４８千円 
財源内訳  ○国   ６１,０４８千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用） 
 

内訳  補助金   ６０,８９８千円 

需用費      １５０千円 

 

（参考）Ｒ５年度支援実績 

使用期間 補助件数 補助単価 補助金額 

令和５年１月～９月 １０ ３.５円（１.８円）/kWh １５３,４３６千円 

令和５年１０月～令和６年５月 １０ １.８円（０.９円）/kWh ７１,１１０千円 

合 計 ２２４,５４６千円 

※（  ）は最終月の単価 
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ＬＰガス価格高騰対策緊急支援事業について 
産 業 政 策 課 

１ 目 的 
ＬＰガスの価格高騰の影響を受けている一般消費者等の負担軽減を図るため、料金の一部を助成する。 

 
２ 概 要 
  ＬＰガス使用者に対して、ＬＰガス協会及び販売事業者を通じＬＰガスの使用料金を減額する。 
   ・補助対象者  （一社）秋田県ＬＰガス協会（補助率１０/１０） 
   ・支援対象者  ＬＰガスを使用する一般消費者等（約２３万件） 
   ・支 援 金 額  ２,０００円（１,０００円/月 × ２ヶ月） 
 
 
 
 
 
３ 予算額                             ５０３,５８７千円 

財源内訳  ○国   ３１５,１０２千円 

○一   １８８,４８５千円 
（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用） 

 
内訳    補助金                 ５０３,２８７千円 

補助金の内訳  助成金原資    ４６０,０００千円 
販売事業者事務費  ３３,２００千円 
協会事務費     １０,０８７千円 

需用費                    ３００千円 
 
（参考）Ｒ５年度支援実績 

使用期間 支援金額 支援件数 実績額 
令和５年９月～令和６年１月 １,０００円/月 ２２．２万件 １,１０５,０８８千円 

 

一般
消費者等
（約23万件）

秋田県
補助金

（10/10）

（一社）
秋田県

ＬＰガス
協会

助成金

販売
事業者

（約230店）

料金の減額
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取引適正化支援事業について 
産 業 政 策 課 

１ 目 的 
  適正な価格転嫁に向けた気運を醸成するため、事業者・県民向けの広報活動を実施するとと

もに、商工団体等が行う広報事業等に対する支援を行う。 
 
２ 概 要 
（１）価格転嫁推進広報事業 

価格転嫁の理解促進に向けた新聞広告を掲載する。  
・掲 載 紙  県内１紙 
・掲 載 時 期  ９月（中小企業庁が定める「価格交渉促進月間」に合わせて掲載）  

（２）価格転嫁推進広報等事業補助金 
関係団体等が実施する広報活動等に対し助成する。  
・補助対象者  県内中小企業者等で構成される団体 
・対 象 経 費  セミナー・勉強会等の開催、新聞広告の掲載、リーフレット・ポスターな

どの作成等に要する経費 
・補 助 率  ３／４ 
・補 助 上 限  ５００千円  

（３）ポータルサイト構築事業 
ポータルサイトを構築し、支援施策や相談窓口、関係団体が実施する取引適正化に向けた

取組等の情報発信を行う。 
 
３ 予算額                                     ６,６００千円 

財源内訳  ○国   ６,６００千円 
（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用）   

（１）価格転嫁推進広報事業                                  ２,６００千円（委託料）   
（２）価格転嫁推進広報等事業補助金                            ２,２００千円 

                                内訳    補助金         ２,０００千円 
需用費・役務費等     ２００千円   

（３）ポータルサイト構築事業                                  １,８００千円（委託料）                                                                   
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ものづくり革新総合支援事業（省エネ生産設備更新型）及び

商業・サービス産業経営革新事業について
地域産業振興課
商 業 貿 易 課

１ 目 的

２ 概 要

３ 予算額 ７１０,６９６千円

電力等価格高騰により経営環境に大きな影響を受けている事業者に対して、省エネルギー化又は省力化に向け
た設備更新・導入の取組を支援し、中長期的な生産性の向上と経営基盤の強化を促進する。

（１）ものづくり革新総合支援事業（省エネ生産設備更新型） ４００,１８８千円

内訳 補助金 ４００,０００千円
旅 費 １８８千円

※ 令和６年度における採択実績：５７件 ４００,０００千円

（２）商業・サービス産業経営革新事業 ３１０,５０８千円

内訳 補助金 ３００,０００千円
人件費 ７,９７３千円
事務費（委託料等） ２,５３５千円

※ 令和６年度における採択実績：６２件 ３００,０００千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用予定）

・補助対象 県内に事業拠点を有する中小企業者
（１）ものづくり革新総合支援事業(省エネ生産設備更新型)：製造業
（２）商業・サービス産業経営革新事業：製造業以外

・対象経費 省エネルギー化又は省力化に資する事業用設備の購入費、工事費
・補 助 率 ２／３以内

・限 度 額 １０,０００千円

〔導入設備例〕

製造業以外：冷凍冷蔵設備

製造業：大型空調設備
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秋田の物流体制構築加速化事業について【新規】

（環日本海物流ネットワーク構築推進事業）

商 業 貿 易 課

１ 目 的

慢性的なドライバー不足やドライバーの労働時間の制限等の物流問題を踏まえ、物流の効率化や新たな輸送モードの

確立等の動きを加速するため、本県における持続可能な物流体制の構築に向けた取組を支援する。

２ 概 要

県内物流事業者及び荷主企業が実施する物流効率化やモーダルシフト、人材確保・育成の取組を幅広く支援する。

・対 象 者 県内物流事業者及び荷主企業

・対象経費 計画策定費、倉庫使用料、荷役機械導入費、車両管理システムの導入費、人材育成のための外部研修、

トラック輸送から海上輸送に転換する取組に係る経費　等

・補助率等 単独事業者による事業 【補助率】１／２ 【限度額】１,０００千円 １０件

複数事業者による連携事業 【補助率】１／２ 【限度額】２,０００千円 ２件

海上輸送へのモーダルシフト 【補助率】２／３ 【限度額】２,０００千円 １件

３ 予算額 １６,０００千円（補助金）

財源内訳 １６,０００千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用）

○国
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４３２１

８７６５

Ａ運送

Ｂ物流

４３２１

８７６５

Ａ運送

Ｂ物流

現状 改善

【物流効率化の取組例】

〇 共同輸配送の取組

【成果】
・輸送距離の短縮
・ドライバー労働時間の削減

青果物輸送
青果物・鮮魚の混載

鮮魚輸送

【モーダルシフトの取組例】

〇 鉄道輸送へのモーダルシフトの取組

岡山貨物駅 岡山県
着荷主

トラック輸送

秋田県
発荷主

ト
ラ
ッ
ク
輸
送

鉄
道
輸
送

岡山県
着荷主

鉄道輸送

秋田貨物駅秋田県
発荷主

【成果】
・陸送距離：
1,325km(往復2,650km) → 45km(往復90km)
※路線距離1648.4km

青果物・鮮魚の混載
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物流事業者エネルギー価格高騰緊急支援事業について【継続】

（環日本海物流ネットワーク構築推進事業）

商 業 貿 易 課

１ 目 的

地域経済を支える物流を維持するため、エネルギー価格高騰により厳しい経営状況が続く県内物流関連事業者の

燃料費等のかかり増し分の一部に対して緊急支援する。

２ 概 要

（１）トラック運送事業者支援

県内トラック運送事業者の掛かり増し経費の一部に対して補助する。

・対 象 者 県内に事業所を有し、貨物自動車運送事業法に基づく事業を営む者

・委 託 先 （公社）秋田県トラック協会

（２）倉庫業者支援

県内倉庫業者の掛かり増し経費の一部に対して補助する。

・対 象 者 県内において倉庫業法に基づく登録を受けた倉庫を営業している者

３ スケジュール

・委託契約 ２月下旬 ※トラック運送事業者支援のみ

・申請受付 ２月下旬～

・支 払 ３月中旬～
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４ 予算額 １６０,３１０千円
財源内訳 １６０,３１０千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用）

内訳 補助金 １５２,１１０千円

補助金の内訳 （１）トラック運送事業者支援 １２３,７００千円

〇普通貨物自動車 15,000円/台×7,700台＝115,500千円

〇軽貨物自動車 4,000円/台×2,050台＝ 8,200千円

※支給上限を2,000千円とする

（２）倉庫業者支援 ２８,４１０千円

〇常温倉庫 @ 60円/㎡（平米）×113,903㎡＝ 6,835千円

〇定温倉庫 @ 90円/㎡（平米）×115,125㎡＝10,362千円

〇冷蔵倉庫 @150円/㎥（立米）× 12,886㎥＝ 1,933千円

〇冷凍倉庫 @270円/㎥（立米）× 34,370㎥＝ 9,280千円

委託料（申請受付等業務、広報費等） ８,０００千円
消耗品等 ２００千円

○国

13



 

制度融資について 

産 業 政 策 課 

１ 目  的 

中小企業の資金繰りの円滑化を支援する制度融資の預託金等について、実績見込みにより予算を減額する。 

 

２ 補正予算額          △２,５９７,０３３千円 
 

財源内訳      ○入          △６９,９６１千円   ※中小企業経営安定臨時対策基金繰入金 

○諸      △２,４５６,０００千円   ※預託金元利金収入 

○諸            △２１,５２３千円   ※中小企業再生支援利子補給助成金 

○一            △４９,５４９千円 
 

内訳  預託金     △２,４５６,０００千円 

                   保証料補助金    △１５８,７８７千円 

                   損失補償金        ５４,７６８千円 

                   利子助成金      △３７,０１４千円 

 （単位：千円）

現計 補正額 補正後 現計 補正額 補正後 現計 補正額 補正後 現計 補正額 補正後

中小企業振興資金 7,381,000 △ 1,129,000 6,252,000 31,041 △ 14,811 16,230

経営安定資金 11,955,000 △ 757,000 11,198,000 663,880 △ 120,670 543,210 0 54,768 54,768 573,666 △ 37,014 536,652

新事業展開資金 3,499,000 △ 554,000 2,945,000 38,725 △ 13,365 25,360

賃金水準向上資金 50,792 △ 9,592 41,200

アグリサポート資金 48,000 △ 16,000 32,000 317 △ 117 200

再建企業特別融資 232 △ 232 0

中小企業組織融資 250,000 0 250,000

合　　　計 23,133,000 △ 2,456,000 20,677,000 784,987 △ 158,787 626,200 0 54,768 54,768 573,666 △ 37,014 536,652

利子助成金
資金名称

預託金 保証料補助金 損失補償金
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県・市町村立地基盤整備連携事業について 
産 業 集 積 課    

１ 目 的 

企業誘致のために新たな立地基盤整備を行う市町村に対し、費用の一部を助成する。    
２ 概 要 

・補助対象  県との連携により新たに工業団地整備を行う市町村（大仙市） 

・対象経費  宅地造成費用（用地取得費・工事費） 

・補 助 率  １／２ 

・限 度 額  １ha あたり３千万円    
３ 補正予算額  １５３,９０２千円（補助金） 

現  計  ４０３,４５３千円 

補 正 後  ５５７,３５５千円 

 

 

 

 

大仙市大曲西根字上野 

Ａ＝５.１ha 
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令和６年度　秋田県公営企業会計の補正予算について

公 営 企 業 課

１　電気事業会計

（１）収益的収入及び支出
（単位：千円）

収益的収入 収益的支出

款 項 目 補正予定額 款 項 目 補正予定額 備　考

1 事業収益 1 事業費

1 営業収益 1 営業費用

2 営業雑収益 1 水力発電費 実績見込みによる補正

2 財務収益

1 受取配当金

2 受取利息 2 送電費 実績見込みによる補正

3 営業外収益 人件費

1 長期前受金戻入 3 一般管理費 実績見込みによる補正

2 事業外収益 人件費

3 附帯事業費用 実績見込みによる補正

1 発電所周辺地域

等振興事業費用

4 営業外費用

2 消費税及び地方

消費税

3 事業外固定資産

管理費

収支差

補正前 補正予定額 補正後

20,995

4,618,026 180,853 4,798,879

24,363

△ 113

1,471

7,946

2,270

△ 103,750

△ 159,262

583

委託費

修繕費

備　考

△ 104,015  実績見込み

による補正

△ 113

△ 284,868

△ 310,589

△ 333,192

583

△ 114,362

△ 114,362

8,077

131

227

2,043

25,834

22,020
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（２）資本的収入及び支出
（単位：千円）

資本的収入 資本的支出

款 項 目 補正予定額 款 項 目 補正予定額 備　考

1 資本的収入 1 資本的支出

2 国庫補助金 2 改良費

1 クリーンエネルギー 1 発電所改良費 実績見込みによる補正

自動車補助金 小和瀬発電所

3 固定資産売却代金 山瀬発電所

1 固定資産売却代金 2 発電事務所改良費 実績見込みによる補正

秋田発電事務所

収支差

補正前 補正予定額 補正後

※不足額は内部留保資金により補てんする。

△ 4,205,503 194,713 △ 4,010,790

△ 4,965

△ 5,680

△ 53,114

△ 50,000

176

△ 193,987

△ 188,307

△ 193,987

備　考

 実績見込み

による補正

176

726

550

550
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２　工業用水道事業会計

（１）収益的収入及び支出
（単位：千円）

収益的収入 収益的支出

款 項 目 補正予定額 款 項 目 補正予定額 備　考

1 事業収益 1 事業費

1 営業収益 1 営業費用

1 秋田工業用水道 1 維持管理費 実績見込みによる補正

使用料

2 営業雑収益 2 一般管理費 実績見込みによる補正

2 営業外収益 人件費

1 受取利息 物件費

2 長期前受金戻入 2 営業外費用

3 雑収益 3 消費税及び地方 実績見込みによる補正

3 特別利益 消費税

1 その他特別利益

収支差

補正前 補正予定額 補正後

△ 37

△ 37

1,655

動力費 △ 64,482

1,549

△ 124

10,877

27,181 27,118

10,877

54,299

△ 26,656

△ 36,115

△ 36,928

 実績見込み

による補正

8,819

△ 53,774

△ 64,651

△ 66,200

813

9,496

627

50

備　考
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（２）資本的収入及び支出
（単位：千円）

資本的収入 資本的支出

（補正の予定はなし） 款 項 目 補正予定額 備　考

1 資本的支出 実績見込みによる補正

1 改良費

1 秋田工業用水道

改良費

収支差

補正前 補正予定額 補正後

※不足額は内部留保資金により補てんする。

△ 399,928 94,359 △ 305,569

△ 94,359

△ 94,359

△ 94,359
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１ 目 的

労務単価・資材価格等の上昇及びダム負担金の増加に伴い、成瀬発電所建設費の継続費を変更する。

成瀬発電所建設事業に係る継続費の変更について

発電所建設室

増 加 率変 更 内 容変 更当 初

1.20＋22.36億円136.87億円114.51億円総事業費

1.30＋22.36億円97.90億円75.54億円継続費

変更なし38.97億円38.97億円債務負担

変更なしH14～R10年度H14～R10年度工 期

３ 変更内訳

増 加 率変 更 内 訳

1.30＋22.36億円継続費

1.15＋ 6.14億円工事費

1.55＋15.81億円ダム負担金

1.17＋ 1.54億円ダム本体

1.73＋14.27億円共同施設

1.06＋ 0.41億円総係費

２ 概 要

増 加 率変更内容第４回変更第３回変更

1.17＋370億円約2,600億円約2,230億円総事業費

1年延伸S58～R9年度S58～R8年度工 期

・変更理由

① 労務単価、資材価格等の増

② 働き方改革を要因とする工程の延伸

③ 地質条件への対応や河川水質保全のための工事費の増

④ 将来の事業費の変動要因への対応 等

＜参考＞ 成瀬ダム基本計画(令和6年8月27日変更告示)
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共同施設断面図

年度年度

発電所

利水放流
ゲート室

導水管 46 m3/s

取水塔
18 m3/s

取水設備
18m3/s

8m3/s

発電専用施設導水管（堤体内）はダム本体工事
放流設備工事

成瀬ダム

断面イメージ

最大8.0立方メートル／秒使 用 水 量

最大5,800キロワット発 電 出 力

89.85メートル有 効 落 差

23,038,000キロワットアワー／年
（一般家庭の約7,400世帯分）

売 電 電 力 量

成瀬発電所諸元

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

取水塔コンク
リート打設

試験湛水

土木・建築工事

水車発電機工事

凡例： 現工程 変更工程

ダ

ム

発

電

所

工期延伸

取水設備
製作・据付

運転開始

事業工程

成瀬ダム現況 令和6年11月

＜参考＞
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公の施設の指定管理者の指定について 
 

公 営 企 業 課 
 

１ 申請団体及び候補者選定団体   

 

 

 

     

   

 

２ 指定の期間 

  令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

     

３ 選定委員会の開催 

  ・令和７年１月７日 

   産業労働部指定管理者の候補者選定委員会 

   ・選定委員  

内部委員２名、外部委員３名（計５名）  

   

４ 選定結果の概要 

  申請団体について、指定管理者としての適格性を有していると判断された。 

  ・評点 

    ６９.４点 ／ １００点(満点)  

対 象 施 設  申請団体及び候補者選定団体  

秋田工業用水道  羽後ウォーター（※）  

秋田工業用水道浄水場  

※  羽後設備㈱・水ｉｎｇＡＭ㈱ＪＶ  
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